
【職業家庭両立課関係】





○ 仕事と家庭の両立支援対策について

（１）仕事と家庭の両立支援の推進について（関連資料１、２参照）

仕事と家庭の両立ができる職場環境の整備は重要な課題であり、厚生

労働省においては、企業における両立支援制度を利用しやすい職場環境

の整備についての取組の促進を図っている。このため、育児・介護休業

法の履行確保、次世代法に基づく事業主の取組促進、好事例の普及、表

彰や助成金を通じた事業主への支援、ファミリー・サポート・センター

等の仕事と家庭の両立が可能となる雇用環境の整備に取り組んできたと

ころである。

育児休業については、特に中小企業が大企業に比べ育児休業制度の規

定整備率が低いことや、パート・派遣等の非正規雇用の労働者について

は、育児休業を利用しつつ継続就業した者の割合が、正社員に比べて低

い状況にあるため、厚生労働省としても制度の周知、好事例の普及、助

成金の活用等を引き続き行い、環境整備を図っていくこととしている。

また、現在、仕事と家庭の両立支援対策の充実を図るため、介護が必

要な家族を抱える労働者が介護サービス等を十分に活用できるよう、介

護休業の分割取得を可能にするとともに、非正規雇用労働者の育児休業

の取得要件の緩和や、妊娠・出産・育児休業・介護休業等を理由とする

不利益取扱い等の防止を事業主に義務付ける等を内容とする、育児・介

護休業法の改正法案を今国会に提出したところである。

（２）次世代育成支援対策推進法に基づく企業の取組について

（関連資料３、４参照）

次世代育成対策推進法に基づいて、子育てサポート企業として認定を

受けた企業については、その証であるくるみんマーク、プラチナくるみ

んマークを付与し、活用いただいているところである。

この、「くるみん」及び「プラチナくるみん」マークを地域において広

く認知していただくことが、企業の取組促進に繋がることから、これら

のマークの周知のため、全国の都道府県や市町村に呼びかけを行い、御

賛同いただいた自治体の「ゆるキャラ」217体と「くるみん」がタイアッ

プしたポスターについて、今年度も東日本版と西日本版の２種類を作成

し、平成27年12月に配付した。

御参加いただいた自治体におかれては、御協力に深く感謝申し上げる

とともに、引き続きこれらのポスターを活用し、マークの周知に御協力

いただきたい。また、参加いただいていない自治体におかれても、各自

治体の「ゆるキャラ」と組み合わせられる「くるみん」「プラチナくるみ
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ん」ポスターのデザインの原案を都道府県に配付させていただいている

ので、是非周知に御活用いただきたい。

（３）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター

事業）について

（関連資料５参照）

現在、子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の預かり等を会

員間で行うための連絡・調整を行う「子育て援助活動支援事業（ファミ

リー・サポート・センター事業）」を推進しており、平成21年度からは、

事業の中で、病児・病後児の預かり、宿泊を伴う預かり等を行う「病

児・緊急対応強化事業」を実施している。

なお、本事業は、平成27年度からは「子ども・子育て支援新制度」の

中の、「地域子ども・子育て支援事業」の１つとして位置づけられている。

また、保育人材の確保のため、平成27年度から「子育て支援員研修制

度」が創設され、その中に「ファミリー・サポート・センターコース」

が設けられている。ファミリー・サポート・センターにおいては、従前

より、預かりを行う提供会員の確保が課題となっていることから、現在、

補助事業の中で、市町村が実施している研修に加え、都道府県において

も、「ファミリー・サポート・センターコース」の実施について、御検討

をお願いする。

さらに、ファミリー・サポート・センターの効果的な運営のため、セ

ンターで連絡・調整等を行うアドバイザーの重要性・専門性が増してき

ていることから、子育て支援分野に関する質の改善の一環として、平成

27年度より、アドバイザーの資質向上を図るための研修補助事業を実施

している。当該研修については、都道府県が実施主体となるため、管内

の実情に応じた研修の実施について、御検討をお願いする。

また、これまで、ひとり親家庭や低所得者の利用支援を行う自治体に

対して補助を行ってきたが、近年ダブルケア（子育てと介護を同時期に

行わなければならないこと）の問題が顕在化してきたことから、平成28

年度より、ひとり親家庭等の「等」の中に「ダブルケア」に直面してい

る利用者を加えることとしているので、各自治体に対して、周知をお願

いしたい。

女性の活躍促進が重要な課題となっている中で、男女ともに仕事と家

庭を両立させていく環境づくりを推進する観点から、本事業の重要性は

増してきており、管内未実施の市町村に対して、事業の実施に向け、引

き続き積極的な働きかけをお願いする。
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（４）事業所内保育施設設置・運営等支援助成金について

（関連資料６参照）

保育課関連資料９のとおり、平成28年度から、事業主拠出金を財源と

した「企業主導型保育事業」の実施が予定されているが、当該事業の新

規受付期間中は、都道府県労働局で支給している事業所内保育施設設

置・運営等支援助成金の新規受付を停止することとしている。

ただし、既に運営費を支給中の事業主に対しては、通常どおり運営費

の支給を行う。

そのため、新たに事業所内保育施設の活用を検討している事業主へ助

成制度の案内する際にはご留意いただきたい。
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［関連資料：職 業 家 庭 両 立 課］





法
律
に
基
づ
く
両
立
支
援
制
度
の
整
備

妊
娠
中
・
出
産
後
の
母
性
保
護
、
母
性
健
康
管
理

（
労
働
基
準
法
、
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
）

・
産
前
産
後
休
業
（
産
前
６
週
、
産
後
８
週
）
、
軽
易
な
業
務

へ
の
転
換
、
時
間
外
労
働
・
深
夜
業
の
制
限

・
医
師
等
の
指
導
等
に
基
づ
き
、
通
勤
緩
和
、
休
憩
、
休
業

等
の
措
置
を
事
業
主
に
義
務
づ
け

・
妊
娠
・
出
産
等
を
理
由
と
す
る
解
雇
そ
の
他
の
不
利
益
取

扱
い
の
禁
止

等

育
児
休
業
等
両
立
支
援
制
度
の
整
備

（
育
児
・
介
護
休
業
法
）

・
子
が
満
１
歳
（
両
親
と
も
に
育
児
休
業
を
取
得
し
た
場
合
、

１
歳
２
ヶ
月
＝
“
パ
パ
・
マ
マ
育
休
プ
ラ
ス
”
）
ま
で
（
保
育
所

等
に
入
所
で
き
な
い
場
合
等
は
最
大
１
歳
半
ま
で
）
の
育
児

休
業

・
子
が
３
歳
に
達
す
る
ま
で
の
短
時
間
勤
務
制
度
、
所
定
外

労
働
の
免
除
※

・
育
児
休
業
を
取
得
し
た
こ
と
等
を
理
由
と
す
る
解
雇
そ
の
他

の
不
利
益
取
扱
い
の
禁
止

等

仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援
対
策
の
概
要

両
立
支
援
制
度
を
利
用
し
や
す
い

職
場
環
境
づ
く
り

助
成
金
等
を
通
じ
た
事
業
主
へ
の
支
援

・
育
児
休
業
者
の
代
替
要
員
を
確
保
し
休
業
取
得
者
を
原
職
等
に
復
帰
さ
せ

た
り
、
育
児
休
業
を
取
得
し
た
期
間
雇
用
者
を
継
続
雇
用
す
る
な
ど
、
両
立

支
援
に
取
り
組
む
事
業
主
へ
助
成
金
を
支
給

・
中
小
企
業
で
働
く
労
働
者
の
育
児
休
業
取
得
及
び
育
児
休
業
後
の
円
滑
な

職
場
復
帰
支
援
の
た
め
の
「
育
休
復
帰
支
援
プ
ラ
ン
」
の
策
定
・
利
用
支
援

・
女
性
の
活
躍
・
両
立
支
援
総
合
サ
イ
ト
に
よ
る
情
報
提
供

・
子
育
て
・
介
護
の
た
め
の
テ
レ
ワ
ー
ク
活
用
事
例
の
普
及

表
彰
等
に
よ
る
事
業
主
の
意
識
醸
成

・
仕
事
と
家
庭
の
バ
ラ
ン
ス
に
配
慮
し
た
柔
軟
な
働
き
方
が
で
き

る
企
業
を
表
彰
（
均
等
・
両
立
推
進
企
業
表
彰
）

・
男
性
の
育
児
休
業
取
得
促
進
等
男
性
の
仕
事
と
育
児
の
両
立

支
援
の
促
進
（
イ
ク
メ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

次
世
代
法
に
基
づ
く
事
業
主
の
取
組
推
進

・
仕
事
と
子
育
て
を
両
立
し
や
す
い
環
境
の
整
備
等
に
関
す
る
行

動
計
画
の
策
定
・
届
出
・
公
表
・
従
業
員
へ
の
周
知

（
１
０
１
人
以
上
は
義
務
、
１
０
０
人
以
下
は
努
力
義
務
）

・
一
定
の
基
準
を
満
た
し
た
企
業
を
認
定
（
く
る
み
ん
マ
ー
ク
及
び

プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
マ
ー
ク
）

・
認
定
企
業
に
対
す
る
税
制
上
の
措
置

育
児
休
業
中
の
経
済
的
支
援

・
育
児
休
業
給
付
（
賃
金
の
6
7
％
相
当
※
）

※
雇
用
保
険
法
の
改
正
に
よ
り
、
平
成
２
６
年
４
月
１
日
か
ら

5
0
%
→
6
7
%
に
引
き
上
げ
（
18
0日
）

・
社
会
保
険
料
（
健
康
保
険
、
厚
生
年
金
保
険
）
の
免
除

等

長
時
間
労
働
の
抑
制
、
年
次

有
給
休
暇
の
取
得
促
進
等
全

体
の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン

ス
の
推
進

保
育
所
待
機
児
童
の
解
消
・

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
充
実
、

子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業

（
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン

タ
ー
事
業
）

子
育
て
女
性
等
の
再
就
職
支
援

（
マ
ザ
ー
ズ
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
事
業
、

託
児
付
き
再
就
職
支
援
セ
ミ

ナ
ー
、
仕
事
と
育
児
カ
ム
バ
ッ
ク

支
援
サ
イ
ト
）そ
の
他

○
女
性
の
継
続
就
業
率

３
８
％
（
平
成
２
２
年
）

→
５
５
％
（
平
成
３
２
年
）

○
男
性
の
育
児
休
業
取
得
率

２
．
３
０
％
（
平
成
２
６
年
）

→
１
３
％
（
平
成
３
２
年
）

資料１
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仕
事
と
育
児
の
両
立
支
援
制
度
の
見
直
し

○
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
育
児
休
業
の
取
得
促
進
や
妊
娠
・
出
産
・
育
児
休
業
・
介
護
休
業
等
を
理
由
と
す
る
不
利
益

取
扱
い
等
の
防
止
を
図
る
こ
と
が
必
要
。

改
正
の
趣
旨

改
正
内
容
【
多
様
な
家
族
形
態
・
雇
用
形
態
に
対
応
し
た
育
児
期
の
両
立
支
援
制
度
等
の
整
備
】

改
正
内
容

現
行

改
正
案

１

子
の
看
護
休
暇
（
年
５

日
）
の
取
得
単
位
の
柔

軟
化

１
日
単
位
で
の
取
得

半
日
（
所
定
労
働
時
間
の
二
分
の
一
）
単
位
の
取
得
を
可
能
と
す
る
。

※
所
定
労
働
時
間
が
４
時
間
以
下
の
労
働
者
に
つ
い
て
は
適
用
除
外
と
し
、
１
日
単
位
。

※
業
務
の
性
質
や
業
務
の
実
施
体
制
に
照
ら
し
て
、
半
日
を
単
位
と
し
て
取
得
す
る
こ
と

が
困
難
と
認
め
ら
れ
る
労
働
者
は
、
労
使
協
定
に
よ
り
除
外
で
き
る
。

※
労
使
協
定
に
よ
り
、
所
定
労
働
時
間
の
二
分
の
一
以
外
の
「
半
日
」
と
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
（
例
：
午
前
３
時
間
、
午
後
５
時
間
な
ど
）

２

有
期
契
約
労
働
者
の
育

児
休
業
の
取
得
要
件
の

緩
和

①
当
該
事
業
主
に
引
き
続
き
雇

用
さ
れ
た
期
間
が
１
年
以
上
で

あ
る
こ
と
、
②
１
歳
以
降
も
雇

用
継
続
の
見
込
み
が
あ
る
こ
と
、

③
２
歳
ま
で
の
間
に
更
新
さ
れ

な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
者

を
除
く

①
当
該
事
業
主
に
引
き
続
き
雇
用
さ
れ
た
期
間
が
１
年
以
上
で
あ
る
こ

と
、
②
子
が
１
歳
６
ヶ
月
に
達
す
る
日
ま
で
に
、
そ
の
労
働
契
約
（
労

働
契
約
が
更
新
さ
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
更
新
後
の
も
の
）
が
満
了

す
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
者
を
除
く
、
と
し
、
取
得
要
件
を
緩
和
す

る
。

３

育
児
休
業
等
の
対
象
と

な
る
子
の
範
囲

法
律
上
の
親
子
関
係
で
あ
る
実

子
・
養
子

特
別
養
子
縁
組
の
監
護
期
間
中
の
子
、
養
子
縁
組
里
親
に
委
託
さ
れ
て

い
る
子
と
い
っ
た
法
律
上
の
親
子
関
係
に
準
じ
る
と
言
え
る
よ
う
な
関

係
に
あ
る
子
に
つ
い
て
は
育
児
休
業
制
度
等
の
対
象
に
追
加
す
る
。

４

妊
娠
・
出
産
・
育
児
休

業
・
介
護
休
業
を
し
な

が
ら
継
続
就
業
し
よ
う

と
す
る
男
女
労
働
者
の

就
業
環
境
の
整
備

事
業
主
に
よ
る
不
利
益
取
扱
い

（
就
業
環
境
を
害
す
る
こ
と
を

含
む
。
）
は
禁
止

・
妊
娠
・
出
産
・
育
児
休
業
・
介
護
休
業
等
を
理
由
と
す
る
、
上
司
・

同
僚
な
ど
に
よ
る
就
業
環
境
を
害
す
る
行
為
を
防
止
す
る
た
め
、
雇

用
管
理
上
必
要
な
措
置
を
事
業
主
に
義
務
づ
け
る
。

・
派
遣
先
で
就
業
す
る
派
遣
労
働
者
に
つ
い
て
は
、
派
遣
先
も
事
業
主

と
み
な
し
て
、
上
記
防
止
措
置
義
務
を
適
用
す
る
。
ま
た
事
業
主
に

よ
る
育
児
休
業
等
の
取
得
等
を
理
由
と
す
る
不
利
益
取
扱
い
の
禁
止

規
定
を
派
遣
先
に
も
適
用
す
る
。

（
育
児
・
介
護
休
業
法
、
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
等
関
係
）

資料２
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仕
事
と
介
護
の
両
立
支
援
制
度
の
見
直
し

改
正
の
趣
旨

○
介
護
が
必
要
な
家
族
を
抱
え
る
労
働
者
が
介
護
サ
ー
ビ
ス
等
を
十
分
に
活
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
介
護
休
業

や
柔
軟
な
働
き
方
の
制
度
を
様
々
に
組
み
合
わ
せ
て
対
応
で
き
る
よ
う
な
制
度
の
構
築
が
必
要
。

介
護
休
業
等
の
対
象
家
族
の
範
囲
の
拡
大
【
省
令
事
項
】

同
居
・
扶
養
し
て
い
な
い
祖
父
母
、
兄
弟
姉
妹
及
び
孫
も
追
加
。

（
現
行
：
配
偶
者
、
父
母
、
子
、
配
偶
者
の
父
母
、
同
居
か
つ
扶
養
し
て
い
る
祖
父
母
、
兄
弟
姉
妹
及
び
孫
）

改
正
内
容

現
行

改
正
案

１

介
護
休
業
（
９
３

日
：
介
護
の
体
制
構

築
の
た
め
の
休
業
）

の
分
割
取
得

原
則
１
回
に
限
り
、

９
３
日
ま
で
取
得

可
能

取
得
回
数
の
実
績
を
踏
ま
え
、
介
護
の
始
期
、
終
期
、
そ
の
間
の
期
間
に
そ
れ
ぞ
れ
対

応
す
る
と
い
う
観
点
か
ら
、
対
象
家
族
１
人
に
つ
き
通
算
９
３
日
ま
で
、
３
回
を
上
限

と
し
て
、
介
護
休
業
の
分
割
取
得
を
可
能
と
す
る
。

２
介
護
休
業
給
付
の
給

付
率
の
引
上
げ

賃
金
の
4
0
%

6
7
％
に
引
上
げ
を
行
う
。

３

介
護
休
暇
（
年
５

日
）
の
取
得
単
位
の

柔
軟
化

１
日
単
位
で
の
取

得
半
日
（
所
定
労
働
時
間
の
二
分
の
一
）
単
位
の
取
得
を
可
能
と
す
る
。

＜
日
常
的
な
介
護
ニ
ー
ズ
に
対
応
＞

子
の
看
護
休
暇
と
同
様
の
制
度

４

介
護
の
た
め
の
所
定

労
働
時
間
の
短
縮
措

置
等
（
選
択
的
措
置

義
務
）

介
護
休
業
と
通
算

し
て
９
３
日
の
範

囲
内
で
取
得
可
能

介
護
休
業
と
は
別
に
、
利
用
開
始
か
ら
３
年
の
間
で
２
回
以
上
の
利
用
を
可
能
と
す
る
。

＜
日
常
的
な
介
護
ニ
ー
ズ
に
対
応
＞

事
業
主
は
以
下
の
う
ち
い
ず
れ
か
の
措
置
を
選
択
し
て
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（
措
置
内
容
は
現

行
と
同
じ
）
①
所
定
労
働
時
間
の
短
縮
措
置
（
短
時
間
勤
務
）
②
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度

③
始

業
・
終
業
時
刻
の
繰
上
げ
・
繰
下
げ

④
労
働
者
が
利
用
す
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
用
の
助
成
そ
の
他
こ

れ
に
準
じ
る
制
度

５

介
護
の
た
め
の
所
定

外
労
働
の
免
除
（
新

設
）

な
し

介
護
終
了
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
請
求
す
る
こ
と
の
で
き
る
権
利
と
し
て
新
設
す
る
。

＜
日
常
的
な
介
護
ニ
ー
ズ
に
対
応
＞

・
当
該
事
業
主
に
引
き
続
き
雇
用
さ
れ
た
期
間
が
１
年
未
満
の
労
働
者
等
は
、
労
使
協
定
に
よ
り
除
外
で
き
る
。

・
１
回
の
請
求
に
つ
き
１
月
以
上
１
年
以
内
の
期
間
で
請
求
で
き
、
事
業
の
正
常
な
運
営
を
妨
げ
る
場
合
に
は

事
業
主
は
請
求
を
拒
否
で
き
る
。

改
正
内
容
【
介
護
離
職
を
防
止
し
、
仕
事
と
介
護
の
両
立
を
可
能
と
す
る
た
め
の
制
度
の
整
備
】

（
育
児
・
介
護
休
業
法
、
雇
用
保
険
法
関
係
）
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［
認
定
企
業
に
対
す
る
税
制
優
遇
制
度
］

・
厚
生
労
働
省
告
示
に
お
い
て
規
定
し
た
次
世
代
育
成
支
援
に
資
す
る
一

定
の
資
産
を
、
行
動
計
画
に
記
載
し
、
行
動
計
画
期
間
内
に
導
入
し
認
定

を
受
け
た
場
合
、
当
該
資
産
に
つ
い
て
、
く
る
み
認
定
の
場
合
は
認
定
日

を
含
む
事
業
年
度
（
１
年
間
）
に
18

~3
2％
、
プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
認
定
を
受

け
た
場
合
は
認
定
日
を
含
む
事
業
年
度
か
ら
３
年
間
に
12
又
は
15
％
の

割
増
償
却
が
で
き
る
。

・
平
成
27
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
30
年
３
月
31
日
ま
で
の
期
間
内
に
お
い

て
、
次
世
代
法
の
く
る
み
ん
認
定
又
は
プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
を
受
け
た
事
業

主
が
対
象
。
（
※
）

（
※
）
平
成
23
年
度
に
税
制
措
置
が
開
始
さ
れ
て
か
ら
最
初
の
く
る
み
ん
認
定
又
は

プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
認
定
に
限
る
。

・
各
都
道
府
県
労
働
局
に
届
出

・
計
画
の
公
表
・
従
業
員
へ
周
知

（
平
成
21
年
４
月
か
ら
義
務
付
け
）

・
目
標
達
成
に
向
け
て
計
画
実
施

届
出
・
実
施

・
次
期
行
動
計
画

の
策
定
・
実
施

・
認
定
の
申
請

計
画
終
了
・

目
標
達
成

・
一
定
の
基
準
を
満
た
す
企
業
を
認
定

・
認
定
企
業
の
う
ち
よ
り
高
い
水
準
の

取
組
を
行
っ
た
企
業
を
特
例
認
定

（
プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
認
定
）

・
企
業
は
商
品
等
に
認
定
マ
ー
ク
を
使

用
可厚
生
労
働
大
臣

に
よ
る
認
定

行
動
計
画
の
策
定

・
10

1人
以
上
企
業
→
義
務

・
10

0人
以
下
企
業
→
努
力
義
務

（
平
成
23
年
４
月
か
ら
義
務
の
対
象

を
拡
大
(従
前
は
30

1人
以
上
企

業
）
）

［
認
定
基
準
］

・
行
動
計
画
の
期
間
が
、
２
年
以
上
５
年
以
下
で
あ
る
こ
と
。

・
策
定
し
た
行
動
計
画
を
実
施
し
、
そ
れ
に
定
め
た
目
標
を

達
成
し
た
こ
と
。

・
３
歳
か
ら
小
学
校
に
入
学
す
る
ま
で
の
子
を
持
つ
労
働
者

を
対
象
と
す
る
「
育
児
休
業
の
制
度
ま
た
は
勤
務
時
間
短

縮
等
の
措
置
に
準
ず
る
措
置
」
を
講
じ
て
い
る
こ
と
。

・
計
画
期
間
内
に
、
男
性
の
育
児
休
業
等
取
得
者
が
お
り
、
か
つ
、

女
性
の
育
児
休
業
等
取
得
率
が
７
５
％
以
上
で
あ
る
こ
と
。
な
ど

行
動
計
画
（
一
般
事
業
主
行
動
計
画
）

【行
動
計
画
と
は
】

企
業
が
、
次
世
代
法
に
基
づ
き
、
従
業
員
の
仕
事
と
子
育
て
の
両
立
を
図
る
た

め
に
策
定
す
る
計
画

【計
画
に
定
め
る
事
項
】

①
計
画
期
間
（各
企
業
の
実
情
を
踏
ま
え
お
お
む
ね
２
年
間
か
ら
５
年
間
の
範
囲
）

②
達
成
し
よ
う
と
す
る
目
標

③
目
標
達
成
の
た
め
の
対
策
お
よ
び
そ
の
実
施
時
期

【計
画
の
内
容
に
関
す
る
事
項
】

１
雇
用
環
境
の
整
備
に
関
す
る
事
項

（１
）主
に
育
児
を
し
て
い
る
従
業
員
を
対
象
と
す
る
取
組

（２
）育
児
を
し
て
い
な
い
従
業
員
も
含
め
て
対
象
と
す
る
取
組

２
そ
の
他
の
次
世
代
育
成
支
援
対
策

対
象
を
自
社
の
従
業
員
に
限
定
し
な
い
、
雇
用
環
境
整
備
以
外
の
取
組

=計
画
例
=

（
例
１
）

計
画
期
間
内
に
育
児
休
業
の
取
得
状
況
を
次
の
水
準
に
す
る
。

男
性
：
年
に
○
人
以
上
取
得
、
女
性
：
取
得
率
○
％
以
上

＜
対
策
＞

平
成
○
年
○
月

管
理
職
を
対
象
と
し
た
研
修
の
実
施

平
成
○
年
○
月

育
児
休
業
中
の
社
員
で
希
望
す
る
者
を
対
象
と
す
る
職

場
復
帰
の
た
め
の
講
習
会
を
年
に
○
回
実
施

（
例
２
）

ノ
ー
残
業
デ
ー
を
月
に
１
日
設
定
す
る
。

＜
対
策
＞

平
成
○
年
○
月

部
署
ご
と
に
検
討
グ
ル
ー
プ
を
設
置

平
成
○
年
○
月

社
内
報
な
ど
で
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
行
う

○
届
出
状
況
（
平
成
２
７
年
１
２
月
末
時
点
）

１
０
１
人
以
上
企
業
の
９
７
．
２
％

３
０
１
人
以
上
企
業
の
９
７
．
４
％

１
０
１
～
３
０
０
人
以
下
企
業
の
９
７
．
１
％

規
模
計
届
出
企
業
数

６
２
，
９
０
１
社

○
認
定
状
況
（
平
成
２
７
年
１
２
月
末
時
点
）

認
定
企
業

２
，
３
９
８
社

（
う
ち
特
例
認
定
企
業

５
３
社
）

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
概
要

資料３
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子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業
（
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業
）
の
概
要

援
助
を
受
け
た
い
会
員

フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー

〔
相
互
援
助
組
織
〕

ア
ド
バ
イ
ザ
ー

援
助
を
行
い
た
い
会
員

援
助
の
申
し
入
れ

援
助
の
打
診

子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業
（フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業
）は
、
乳
幼
児
や
小
学
生
等
の
児
童
を
有
す
る
子
育
て
中
の
労
働
者
や

主
婦
等
を
会
員
と
し
て
、
児
童
の
預
か
り
の
援
助
を
受
け
る
こ
と
を
希
望
す
る
者
と
当
該
援
助
を
行
う
こ
と
を
希
望
す
る
者
と
の
相
互
援
助
活
動
に

関
す
る
連
絡
、
調
整
を
行
う
も
の
で
あ
る
。

平
成
２
１
年
度
か
ら
は
、
病
児
・病
後
児
の
預
か
り
、
早
朝
・
夜
間
等
の
緊
急
時
の
預
か
り
な
ど
の
事
業
（
病
児
・緊
急
対
応
強
化
事
業
）
を
行
っ

て
い
る
。

な
お
、
本
事
業
に
つ
い
て
は
、
平
成
１
７
年
度
か
ら
「
次
世
代
育
成
支
援
対
策
交
付
金
（ソ
フ
ト
交
付
金
）
」、
平
成
２
３
年
度
か
ら
「子
育
て
支
援

交
付
金
」
、
平
成
２
４
年
度
補
正
予
算
に
よ
り
「
安
心
こ
ど
も
基
金
」へ
移
行
し
た
。
平
成
２
６
年
度
は
「保
育
緊
急
確
保
事
業
」
と
し
て
実
施
し
た
。

さ
ら
に
、
平
成
２
７
年
度
か
ら
は
、
「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
」
に
お
い
て
、
「地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
」
の
１
つ
に
位
置
づ
け
ら
れ
、

「
子
ど
も
・子
育
て
支
援
交
付
金
」
に
て
実
施
し
て
い
る
。

○
相
互
援
助
活
動
の
例

・
保
育
施
設
ま
で
の
送
迎
を
行
う
。

・
保
育
施
設
の
開
始
前
や
終
了
後
又
は
学
校
の
放
課
後
、

子
ど
も
を
預
か
る
。

・
保
護
者
の
病
気
や
急
用
等
の
場
合
に
子
ど
も
を
預
か
る
。

・
冠
婚
葬
祭
や
他
の
子
ど
も
の
学
校
行
事
の
際
、
子
ど
も
を
預
か
る
。

・
買
い
物
等
外
出
の
際
、
子
ど
も
を
預
か
る
。

・
病
児
・
病
後
児
の
預
か
り
、
早
朝
・
夜
間
等
の
緊
急
預
か
り
対
応

（
平
成
２
１
年
度
か
ら
）

○
実
施
市
区
町
村
※
平
成
２
６
年
度
交
付
決
定
ベ
ー
ス

（
）
は
平
成
２
５
年
度
末
実
績

・
基
本
事
業

７
７
４
（
７
３
８
）
市
区
町
村

・
病
児
･緊
急
対
応
強
化
事
業

１
３
８
（
１
３
２
）
市
区
町
村

○
会
員
数

※
平
成
２
６
年
度
交
付
決
定
ベ
ー
ス

（
）
は
平
成
２
５
年
度
末
実
績

・
依
頼
会
員
（
援
助
を
受
け
た
い
会
員
）
４
７
５
，
１
０
５
人
（
４
６
６
，
２
８
７
人
）

・
提
供
会
員
（
援
助
を
行
い
た
い
会
員
）
１
２
３
，
８
１
９
人
（
１
２
３
，
１
７
３
人
）
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助
成
率
等

①
設
置
費

※
「
企
業
主
導
型
保
育
事
業
」
の
新
規
受
付
期
間
中
は
、
当

助
成
金
の
新
規
受
付
を
停
止

・
大
企
業

補
助
率
１
／
３

上
限
額
1
,5
0
0
万
円

・
中
小
企
業

補
助
率
２
／
３

上
限
額
2
,3
0
0
万
円

②
増
築
費

※
「
企
業
主
導
型
保
育
事
業
」
の
新
規
受
付
期
間
中
は
、
当

助
成
金
の
新
規
受
付
を
停
止

○
増
築

・
大
企
業

補
助
率
１
／
３

上
限
額

7
5
0
万
円

・
中
小
企
業

補
助
率
１
／
２

上
限
額
1
,1
5
0
万
円

○
建
て
替
え

・
大
企
業

補
助
率
１
／
３

上
限
額
1
,5
0
0
万
円

・
中
小
企
業

補
助
率
１
／
２

上
限
額
2
,3
0
0
万
円

③
運
営
費

※
1
0
年
間
支
給
（
5
年
間
か
ら
延
長
）

・
大
企
業

１
人
当
た
り

3
4
万
円
（
年
額
）

上
限
額

1
,3
6
0
万
円

・
中
小
企
業

１
人
当
た
り

4
5
万
円
（
年
額
）

上
限
額

1
,8
0
0
万
円

平
成
２
８
年
度
両
立
支
援
等
助
成
金
（
案
）

代
替

要
員

確
保

コ
ー

ス
5
.1
（3
.1
）億

育
児

休
業

取
得
者

が
、

育
児

休
業

終
了

後
、
原

職
等

に
復

帰
す

る
旨

の
取
扱

い
を

就
業

規
則

等
に

規
定

し
、

休
業

取
得

者
の
代

替
要

員
を

確
保

し
、

か
つ
、

休
業

取
得

者
を

原
職

等
に

復
帰

さ
せ

た
中

小
企
業

事
業

主
に

支
給

す
る

。

※
2
7
年
度
限
り
の
経
費

0
（
1
.2
）
億

・
子
育
て
期
短
時
間
勤
務
支
援
助
成
金

労
働

者
の

た
め
の

保
育

施
設

を
事

業
所

内
（
労

働
者

の
通

勤
経

路
又

は
そ

の
近
接

地
域

を
含

む
）

に
設

置
、
運

営
等

を
行

う
事

業
主

・
事

業
主
団

体
に

、
そ

の
費

用
の

一
部
を

助
成

す
る

。

※
2
8
年
度
か
ら
事
業
主
拠
出
金

を
財
源
と
し
た
「
企
業
主
導
型
保

育
事
業
」
が
開
始
さ
れ
る
が
、
こ

れ
と
の
バ
ラ
ン
ス
等
を
考
慮
し
、

運
営
費
の
支
給
期
間
を
5
年
か
ら
1
0
年
に
延
長
す
る
。

な
お
、
「
企
業
主
導
型
保
育
事
業
」
の
新
規
受
付
期
間
中
は
、
当
助
成

金
の
新
規
受
付
は
行
わ
な
い
。
（
既
に
運
営
費
を
受
給
中
の
施
設
に
つ
い

て
は
、
通
常
ど
お
り
運
営
費
の
支
給
を
行
う
）

中
小
企
業
両
立
支
援
助
成
金

支
給
機
関
：
都
道
府
県
労
働
局

支
給
対
象
労
働
者
１
人
当
た
り

5
0
万
円

（
H
2
7
：
3
0
万
円
）

育
児
休
業
取
得
者
が
期
間
雇
用
者
の
場
合

10
万
円
加
算

育
児
休
業
を
取
得
し
た
期
間
雇
用
者
が
正
社
員
ま
た

は
無
期
雇
用
と
し
て
復
職
し
た
場
合

上
記
に
10
万
円
加
算
（
新
規
）

事
業
所
内
保
育
施
設
設
置
・
運
営
等
支
援
助

成
金

4
0
.6
（
5
1
.4
）
億

※
１
企
業
当
た
り
１
年
度
延

べ
1
0
人
ま
で

５
年
間

（
く
る
み
ん
取
得
企
業
の
場

合
、
平
成
3
7
年
３
月
3
1
日
ま
で
に

5
0
人
ま
で
）

※
①
②
は

、
２

回
（

１
年

目
と
３

年
目

）
に

分
け

て
支

給

2
8
年
度
予
算
案
額

7
2
.2
億
円
（
雇
用
勘
定
）

2
7
年
度
予
算
額

5
9
.4
億
円
（
雇
用
勘
定
）

育
児

・
介
護

支
援

プ
ラ

ン
コ

ー
ス

（
仮

称
）

8
.1
(3
.0
)億

「
育

休
復

帰
支
援

プ
ラ

ン
」

又
は
「

介
護

支
援

プ
ラ

ン
」

を
策

定
及

び
導
入

し
、

以
下

の
場

合
に

中
小

企
業

事
業

主
に

支
給
す

る
。

（
正

規
１

回
、

非
正
規

１
回

の
計

２
回

）

①
労
働
者
が
育
児
休
業
を
取
得
し
た
場
合
（
１
企
業

２
回
ま
で
）

3
0
万
円

②
育
児
休
業
取
得
者
が
復
帰
し
た
場
合
（
１
企
業

２
回
ま
で
）

3
0
万
円

③
労

働
者
が

介
護
休
業
を
取
得
し

た
場
合
（
１
企
業
２
回
ま
で
）

3
0
万
円
（
新
規
)

④
介

護
休
業

取
得
者
が
復
帰
し
た

場
合
（
１
企
業
２
回
ま
で
）

3
0
万
円
（
新
規
)

出
生
時
両
立
支
援
助
成
金

（
仮
称
）

1
1
.7
億
（
新
規
）

男
性

労
働

者
が
育

児
休

業
を

取
得

し
や

す
い

職
場

風
土

作
り

に
取

り
組

ん
で

い
る

事
業

主
及

び
配

偶
者

の
出

産
後

８
週

間
以

内
に

開
始

す
る

育
児

休
業

を
取

得
し

た
男

性
労

働
者

が
発

生
し

た
事

業
主

に
助

成
す

る
。

※
２
週
間
以
上
（
中
小
企
業

は
５
日
以
上
）
の

育
児
休
業
が
対
象

※
過
去
３
年
以
内
に
男
性
の

育
児
休
業
取
得
者

が
出
て
い
な
い
事
業
主
が

対
象

※
１
企
業
当
た
り
１
年
度
に

つ
き
１
人
ま
で

※
２
０
２
０
年
ま
で
の
時
限

措
置

取
組
か
つ

1
人
目
取
得
時

大
企
業

3
0
万
円

中
小
企
業

6
0
万
円

2
人
目
以
降
取
得
時

1
5
万
円

支
給
対
象
労
働
者
１
人
当
た
り

１
人
目

4
0
万
円

２
～
５
人
目

１
５
万
円

期
間
雇
用
者
の
育
休
取
得
者
が
正
社
員
と
し
て
復
職
し
た
場
合

１
人
目
1
0
万
円
加
算

２
～
５
人
目

５
万
円
加
算

期
間

雇
用

者
と
正

社
員

が
同

等
の

要
件

で
利
用

で
き

る
育

児
休

業
制

度
、
育

児
短

時
間

勤
務

制
度

を
就

業
規

則
等

に
規

定
し
、

期
間

雇
用

者
の

育
児

休
業
取

得
者

を
原

職
等

に
復

帰
さ

せ
、

６
か

月
以

上
継
続

し
て

雇
用

し
た

中
小

企
業
事

業
主

に
支

給
す

る
。

期
間
雇
用
者
継
続
就
業
支
援
コ
ー
ス
【経

過
措
置
】

0
.5
(0
.8
)億

介
護
支
援
取
組
助
成
金
（
仮
称
）

6
.2
億
（
新
規
）

仕
事

と
介

護
の
両

立
支

援
を

推
進

す
る

た
め
、

仕
事

と
介

護
の

両
立

に
関

す
る

取
組

を
行

っ
た

事
業

主
に

助
成

す
る

。

※
１
企
業
当
た
り
１
回
の
み

助
成

支
給
額

6
0
万
円
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